
今月【令和8年（2026年）7月1日】より、企業の障害者法定雇用率が

従来の2.5％から「2.7％」へと引き上げられました。
【注意】対象となる「従業員数」の数え方

 　週の所定労働時間が30時間以上の正社員等　➡「1人」としてカウント

 　週20時間以上30時間未満の短時間労働者　➡「0.5人」としてカウント

もし法定雇用率を達成できない場合、企業名の公表リスクや、対象企業（※現時点

では常時100人超）であれば「障害者雇用納付金（不足1人につき月額5万円）」という

実質なペナルティが課されることになります。（※納付金の徴収は100人超の会社が対象）

まず、自社が対象になるかどうか確認し、以下のステップで対応を進めていきましょう。

1.自社の現在の「カウント対象従業員数」を正確に把握する

2.社内に「切り出せる業務（ルーティンワーク）」がないか棚卸しする

3.ハローワークや地域の障害者職業センターなどの専門機関に相談する
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【今月施行】障害者法定雇用率が「2.7％」へ引き上げ！

〜「うちはまだ関係ない」が通用しなくなる？ 対象企業のボーダーが『37.5人以上』に〜

TOPIC　　　　令和8年度・監督指導方針労働基準監督署の申告が原則全て受理へ！
　〜「労働者と会社が話し合ってから」はもう通用しない？〜

厚生労働省が令和8年度の監督指導方針として、労働者などからの申告を原則全件受理して

いく方針で臨む、としていることが明らかになりました。

これまでは、従業員が労基署に駆け込んだ際、労基署の窓口で「まずは会社に請求書を

出したり、話し合ったりしましたか？」とワンクッション挟まれるケースが少なくありま

せんでした。

が、今回の方針では、あからさまに嘘だと分かる場合を除き、従業員が駆け込めばダイレク

トに受理され、そのまま会社への調査（臨検監督）へ繋がるハードルが大幅に下がったこ

とになります。

労基署が介入する前に、社内で早期に不満を吸い上げ、法律に則った正しい労務管理へ

是正しておくことが、今最も重要なリスクヘッジです。

「自社の勤怠管理や残業代の計算に不安がある」という時は、労基署から連絡が来る前

に、ぜひお気軽に当事務所へご相談ください！

TOPIC 雇入れ時の労働条件明示事項が追加されます。
（パート・有期法施行規則）

パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れたときの労働条件明示事項として、新たに、

「待遇の相違の内容・理由等に関する説明を求めることができる」旨の明示が必要と

なります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 厚生労働省　労働条件　令和8年


